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第１ 基本的事項に関すること 

１ 趣旨 

  石巻市震災遺構門脇小学校及び石巻市震災遺構大川小学校（以下「震災遺構」という。）

の指定管理者が行う管理業務の内容及び基準の詳細は、この仕様書によるものとする。 

 

２ 震災遺構の設置目的 

 【石巻市震災遺構門脇小学校】 

   東日本大震災をめぐる事象と教訓を後世に伝え継ぐとともに、災害から命を守るため

の避難行動及び平時における訓練の重要性並びに地域を知ることの大切さを学ぶ場とし

て設置する。 

 【石巻市震災遺構大川小学校】 

   東日本大震災による犠牲者の慰霊・追悼の場とするとともに、震災をめぐる事象と教

訓を後世に伝え継ぐために設置する。 

 

３ 指定管理者が行う業務の範囲 

 (1) 震災遺構の事業の実施に関すること。 

 (2) 利用の許可、その取消し、その他本施設の利用に関すること。 

 (3) 利用料金の徴収、減免及び還付に関すること。 

 (4) 本施設の施設及び設備、備品の維持管理に関すること。 

 (5) その他本施設の管理運営に関すること。なお、具体的な業務内容及び履行方法につい

ては仕様書等による。 

 (6) 災害発生時の対応に関すること。災害等の発生時には、最寄りの指定避難所又は指定

緊急避難所への避難誘導を実施すること。 

 

４ 管理運営方針 

  震災遺構の設置目的に基づき管理運営を行うことを基本とし、施設設備の機能及び快適

な施設環境を保全できるよう合理的な管理を維持し、次の事項に留意し運営するものとす

る。 

 (1) 震災遺構が公共施設であることを常に念頭に置き、公序良俗を害することなく、公平

かつ公正な運営を行い、特定の利用者に有利又は不利になる運営を行わないこと。 

 (2) サービス水準の維持向上に努め、施設の利用者には懇切丁寧に接し、安定的かつ継続

的なサービスの提供を行うこと。 

 (3) 利用者や地域住民の声を常に把握し、施設の管理運営に反映させること。 

 (4) 効率的かつ効果的な管理運営を行い、経費の縮減に努めること。 

 (5) 管理業務において取り扱う個人情報の保護を徹底すること。 

 (6) 災害時、緊急時に備えた危機管理を徹底し、利用者の安全を確保すること。 

 (7) 施設の設置目的に資する自主事業の企画と定期的な実施に努めること。 

 

５ 法令等の遵守 
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  震災遺構の管理運営に当たっては、本仕様書に記載されている事項のほか、次に掲げる

法令等を遵守して行うものとする。 

 (1) 石巻市震災遺構門脇小学校条例（令和３年石巻市条例第２５号。以下「門脇小条例」

という。） 

 (2) 石巻市震災遺構大川小学校条例（令和２年石巻市条例第６６号。以下「大川小条例」

という。） 

 (3) 石巻市情報公開条例（平成１７年石巻市条例第１４号） 

 (4) 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号） 

 (5) 石巻市行政手続条例（平成１７年石巻市条例第１７号） 

 (6) 石巻市防災基本条例（平成２６年石巻市条例第１号） 

 (7) 暴力団の利益となる公の施設の使用等の制限に関する条例（平成２１年石巻市条例第

３７号） 

 (8) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

 (9) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号） 

 (10) 消防法（昭和２３年法律第１８６号） 

 (11) 労働基準法（昭和２２年法律第４９号） 

 (12) その他震災遺構の管理運営に関し必要な法令等 

 

 

第２ 管理運営体制に関すること 

１ 職員の配置体制 

 (1) 管理責任者 

  ア 震災遺構の業務全体を統括する管理責任者を配置すること。 

  イ 管理責任者は、豊富な知識と経験を持ち、事業の質の維持、向上への意欲を有する

者であること。 

  ウ 管理責任者は、利用者からの相談、苦情等に対する迅速かつ丁寧な対応に努め、施

設の職員に対する的確な指揮監督と良好な職場環境の保全に努めること。 

 (2) 職員の適正配置等 

  ア 業務を円滑に遂行するため、管理責任者を補佐する者を配置すること。 

  イ 管理業務を行う上で必要となる法令で定める資格を有する者を配置すること。 

  ウ 利用者の安全を確保し、適切に管理運営することができるよう人員配置すること。 

  エ 配置する職員の雇用については、地元住民の雇用を優先的に行うよう努めること。 

 (3) 職員の勤務管理等 

  ア 職員の勤務形態は、労働基準法及び労働関係法令を遵守することとし、管理運営業

務を行う上で支障がない勤務体制となるよう勤怠管理すること。 

  イ 管理運営業務及び職員の資質向上に必要な研修等に参加すること。 

 

２ 危機管理体制 

 (1) 事故の防止及び対応 
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  ア 救急・応急措置、医療機関及び家族への連絡等の対処法を明記した事故対応マニュ

アルをあらかじめ作成し、職員へ周知徹底し、必要な研修等を行うこと。 

  イ 施設及び設備の安全点検を日常的に行うとともに、施設内を巡視し、危険な行動、

危険物の放置、持込み等の有無を確認すること。 

  ウ 施設及び設備の破損、転落その他の危険が予測される箇所については、速やかに補

修や防護、張り紙で注意を促す等により危険の除去又は軽減に努めること。 

  エ 応急手当に必要な医薬品を常備して置くとともに、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）

を適切に取り扱うために必要な知識、技能を職員に修得させること。 

  オ 利用者が負傷したときは、応急手当を施し、必要な場合には速やかに救急車等によ

り医療機関へ搬送する手配をすること。 

  カ 事故が発生した場合には、市に連絡し、状況により警察署や消防署へ通報すること。 

  キ 事故発生の原因を究明し、直ちに再発防止の措置を講じるとともに、事故状況を市

に報告すること。 

 (2) 災害の防止及び対応 

  ア 災害対応マニュアルをあらかじめ作成し、職員への周知、指導及び訓練を行うこと。 

  イ 災害時に職員が適切な応急措置が取れるよう、情報の収集伝達、利用者の安全確保、

避難誘導体制を確立しておくこと。 

  ウ 日頃から市、警察署、消防署、医療機関等の関係機関との情報交換を密にし、緊急

時の通報連絡体制を構築すること。 

  エ 日常的に施設及び設備の点検を徹底することにより危険箇所の把握を行い、危険の

除去又は軽減を図るとともに、閉館後の消火、消灯、施錠等の確認を徹底すること。 

  オ 緊急災害時に際しては、利用者の安全確保を優先し、避難、誘導を的確に行うとと

もに、救出又は救護に当たること。 

  カ 災害の拡大を防ぐため適切な処置を行い、発生する損害及び損失費用を最小限にす

るように努めること。 

  キ 被災状況の把握に努め、直ちに市へ報告し、状況により関係機関や地域団体等と協

力して対応に当たるとともに、市が行う災害応急活動等に協力すること。 

 (3) 防火管理体制 

  ア 震災遺構の防火上の管理、予防、消防活動を行うため、管理責任者等を防火管理者

として選任し、必要な講習等を受講させること。 

  イ 防火管理者を選任し、又は解任したときは、速やかに防火管理者選任（解任）届を

所轄の消防署長に提出すること。 

  ウ 防火管理者は、消防計画の策定、当該消防計画に基づく消火、通報及び避難訓練の

実施、消防用に供する設備等の点検整備、その他防火管理上の必要な業務を行うこと。 

  エ 消防計画の策定に当たっては、防災対策マニュアル等との整合性をとること。 

  オ 避難及び消火に対する訓練を毎年１回以上、実施すること。 

 

 (4) 保安体制 

  ア 金銭の盗難の予防のため、現金を施設内に置かないように努め、一時的に保管する
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場合であっても、施錠できる保管庫に保管すること。 

  イ 個人情報に関するものは、施錠可能で管理上安全な場所に保管し、情報流出防止の

措置を講じること。 

  ウ 不法侵入や盗難事件が発生した場合は、速やかに警察へ届けるともに、市に報告す

ること。 

 

３ 受動喫煙防止体制 

 (1) 震災遺構の敷地内は、健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第２５条の規定によ

り全面禁煙とし、受動喫煙を防止するため必要な措置を講ずること。 

 (2) 現に喫煙している者に対しては、喫煙の中止又は敷地内からの退出を求めるよう指導

すること。 

 

 

第３ 施設管理に関すること 

１ 震災遺構の範囲 

  指定管理者が管理する震災遺構の範囲は、次に掲げる施設に係る土地、建物及びその付

帯施設、設備とし、善良な管理者の注意義務をもって管理するものとする。 

 【石巻市震災遺構門脇小学校】 

・土地  敷地面積 １２，７２８．４１㎡ 

・建物 

施設別 構 造 延床面積 

震災遺構（本校舎） 鉄筋コンクリート造３階建て ２，４１０．００㎡ 

観察棟 鉄骨造３階建て ４５６．６７㎡ 

特別教室棟 鉄筋コンクリート造３階建て １，３６６．８６㎡ 

屋内運動場 鉄骨造平家建て １，２２０．１５㎡ 

・駐車場  ３５台（ほか大型バス停車スペース２台） 

※震災遺構（本校舎）の内部は管理範囲から除外する。 

 【石巻市震災遺構大川小学校】 

・土地  敷地面積 ３３，６２７㎡ 

・建物 

施設別 構 造 延床面積 

震災遺構（校舎） 鉄筋コンクリート造２階建て ３，１９５．００㎡ 

 〃  （プール棟） 鉄筋コンクリート造２階建て ２０４．００㎡ 

大川震災伝承館（管理棟） 木造平家建て ２９９．７０㎡ 

・駐車場  ５５台（うち大型バス５台） 

 

２ 開館時間及び休館日 

 (1) 開館時間 
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  【石巻市震災遺構門脇小学校】 

   門脇小条例第３条第２項の規定により午前９時から午後５時までとします。 

  【石巻市震災遺構大川小学校】 

   大川小条例第３条第２項の規定により午前９時から午後５時までとします。 

 (2) 休館日 

  【石巻市震災遺構門脇小学校】 

   門脇小条例第５条第１項第１号の規定により月曜日とします。ただし、国民の祝日に

関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日（以下「休日」という。）に

当たるときは、その翌日（その日が休日のときは、その翌日）及び１月１日から同月３

日まで並びに１２月２９日から同月３１日までとします。 

  【石巻市震災遺構大川小学校】 

   大川小条例第５条第１項第１号の規定により水曜日とします。ただし、休日に当たる

ときは、その翌日（その日が休日のときは、その翌日）及び１月１日から同月３日まで

並びに１２月２９日から同月３１日までとします。 

※ ただし、大川震災伝承館内のトイレについては、休館日であっても条例で規定する開

館時間中は利用できるようにすること。 

 (3) 開館時間の変更又は休館日の設定 

  ア 指定管理者が、利用者の利便性及び運営の効率性を考慮して特に必要があるときは、

施設ごとに休館日又は開館時間を変更することができるものとする。 

  イ 休館日又は開館時間を変更する場合は、あらかじめ市長の承認を受けること。 

 

３ 施設保守管理業務 

  指定管理者は、管理施設の機能と環境を良好に保ち、利用者が快適に利用できるよう、

次の項目に留意し維持管理を行うものとする。なお、施設及び設備の保守管理業務につい

ては、第三者に委託することができるが、その場合は、あらかじめ市の承認を受けるもの

とする。 

 (1) 施設（展示も含む。）点検業務 

  ア 施設の外観、構造、その他の箇所について、剥離、損耗、滅失等により当該施設の

機能、安全性及び美観を損なうことがないように点検を行うこと。 

  イ 機能、安全上の問題を確認したときは、速やかに安全確保及び修繕を行うこと。 

 (2) 美化清掃業務 

  ア 施設の保全及び衛生的な美観の維持のため、清掃業務を遂行すること。また、作業

の時間帯や汚染防止を配慮すること。 

  イ 清掃作業については、床面の掃き拭き、扉の拭き掃除、紙くずの処理等の日常清掃

業務及びガラス清掃、床面ワックスがけ等の定期清掃業務を実施すること。 

  ウ 植栽等の維持管理を行い、施設内外（校庭）の良好な環境保全に努めること。 

 (3) ゴミ処理業務 

  ア 廃棄物の排出量を極力少なくするよう、資源の再利用やリサイクルに努めること。 

  イ 施設のごみを燃えるごみ、燃えないごみ等に分類して収集し、処分すること。 
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 (4) 施設警備業務 

  ア 施設の保安及び火災、盗難、不法行為の予防及び発見、損害拡大の防止並びに不測

の事故に対する応急、臨機の処置、報告、連絡等を行うこと。 

  イ 施設の定期的な巡回を行うこと。 

  ウ 開館又は閉館時における開錠と施錠を行うこと。 

 (5) 設備の保守点検業務 

   次の項目について、日常的に設備等の保守管理を行うとともに、法定点検及び自主点

検等を行い、その性能を適切に維持すること。 

  ア 消防用設備 

  イ 自家用電気工作物 

  ウ 空調設備 

  エ 自動ドア設備 

  オ エレベーター設備 

  カ 放送設備 

  キ 給排水設備 

  ク その他設備 

 (6) 情報機器等の管理業務 

  ア 館内モニターの管理及び情報（ウェブサイト、Instagram、X、Facebook、YouTube、

多言語SNS等）の更新に関すること。 

  イ 展示機器（映像設備、音響、タッチパネル、サーバ、ネットワーク等）のメンテナ

ンスに関すること。 

  ウ 屋内外看板等の維持に関すること。 

 

４ 備品管理 

 (1) 備品の貸与 

  ア 市は、指定管理者に対して備品を無償で貸与する。 

  イ 貸与する備品の一覧については、基本協定書で内訳書を定める。 

  ウ 指定管理者は、内訳書に基づき、移転、廃棄等の移動を随時整理すること。 

  エ 貸与備品の更新（買い替え）は、市との協議により行うものとし、その費用は、市

が負担する。 

 (2) 貸与備品の管理 

  ア 備品管理簿を備え、市の所有物と指定管理者の所有物とを明確に区別するとともに、

その保管する備品を適切に管理すること。 

  イ 市が貸与する備品について、その管理状況を毎年１回市に報告すること。 

  ウ 指定管理者の故意又は過失により備品を損傷し、又は滅失した場合には、市に報告

し、対処方法を協議すること。 

 (3) 貸与備品の廃棄 

  ア 貸与備品が経年劣化等により使用することができなくなったときは、市に報告し、

承認を受けてから廃棄すること。 
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  イ 備品を廃棄したときは、市との協議により必要に応じて備品を補填するものとし、

その費用は、市が負担する。 

 (4) 備品の帰属 

  ア 基本協定書において貸与する備品一覧に明記されているものは、市に帰属する。 

  イ 基本協定書において貸与する備品一覧に明記されたものうち、指定管理者の負担で

購入した備品があるときは、指定期間終了時に指定管理者が引き取るか、市に寄附す

るかを協議すること。 

  ウ 基本協定書において貸与する備品一覧に明記されている物品以外の物品で、指定管

理者が調達した物品については、指定管理者に帰属する。 

 

 

第４ 施設等の維持管理に関する業務 

  指定管理者は、管理施設の機能と環境を良好に保ち、利用者が快適に利用できるよう、

次の項目に留意し、維持管理を行うものとする。 

 (1) １件当たり５０万円未満の修繕については、指定管理者が実施するものとする。ただ

し、１件当たり１０万円を超える修繕を実施しようとするときは、その実施前に市と協

議し、承認を得るものとする。 

 (2) 指定管理者が実施する修繕に係る費用については、指定管理料に年間１００万円を計

上するものとし、この範囲内で計画的に実施するものとする。 

 (3) 年間１００万円を超える修繕又は１件当たり５０万円以上の修繕については、市が必

要性を判断し、予算の範囲内で実施する。 

 (4) 緊急性が高く、利用者の安全確保又は施設運営上直ちに対応が必要な場合は、指定管

理者は、速やかに応急措置を講じ、市へ報告するものとする。 

 

 

第５ 業務運営に関すること 

１ 施設の管理運営 

 (1) 事業計画書等の作成及び執行管理 

   震災遺構の管理運営に係る事業計画書及び収支予算書を作成し、その執行状況を適切

に管理すること。 

 (2) 利用の許可に関する業務 

  ア 施設の利用許可申請の受付、許可、利用許可証及び入館券の交付業務 

  イ 施設利用に当たっての相談業務 

 (3) 震災遺構の目的達成に必要な業務 

   展示館（特別教室）企画展示室や展示館（屋内運動場）スペースの利活用について、

市と協議した上で計画すること。 

 

２ 震災伝承及び防災・減災教育等に関する業務 

 (1) 震災伝承プログラムの企画・実施に関する業務 
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   震災の教訓を次世代へ伝承することを目的として、児童、生徒、一般来館者、企業、

行政機関等を対象とした防災学習、講話、体験学習等のプログラムを企画し、実施する

こと。 

 (2) 学校教育・防災教育との連携に関する業務 

   学校教育との連携を図り、学習指導要領や防災教育の趣旨を踏まえた見学プログラム

の提供、教育機関との調整及び学習支援を行うこと。 

 (3) 企業・自治体向け研修プログラムの企画運営に関する業務 

   企業、自治体その他の団体を対象として、事業継続計画（BCP）、危機管理、防災・減

災等をテーマとした研修プログラムを企画し、運営すること。 

 (4) 国内外の視察・研究受入れの調整に関する業務 

   国内外の行政機関、教育機関、研究機関等による視察及び調査研究について、受入れ

に係る日程調整、資料提供、施設案内その他必要な対応を行うこと。 

 (5) 多言語による情報発信及び案内に関する業務 

   外国人来館者の利便性向上を図るため、多言語による案内資料、展示解説、ウェブサ

イト等の情報発信及び案内体制の充実に努めること。 

 (6) 語り部、地域住民、関係団体との連携に関する業務 

   語り部、地域住民、関係団体その他の関係者と連携し、震災伝承活動、企画事業及び

施設運営の充実を図ること。 

 (7) 利用者アンケート等によるサービス向上及び展示改善に関する業務 

   利用者アンケートその他の方法により利用者ニーズを把握・分析し、サービスの向上

及び展示内容、案内方法その他施設運営の改善に努めること。 

 (8) SNSやウェブサイトを活用した情報発信及び誘客促進に関する業務 

   ウェブサイト、SNS その他の情報発信媒体を活用し、施設の魅力や企画事業等に関する

情報を積極的に発信するとともに、再訪者の獲得等、利用促進及び誘客に努めること。 

 (9) 震災資料及び記録の収集・整理・保存への協力 

   震災に関する資料、写真、映像、証言その他の記録について、市が実施する収集、整

理及び保存に協力するとともに、資料の適切な管理及び活用に努めること。 

 (10) 震災遺構の保存価値の普及啓発 

   震災遺構の保存意義及び東日本大震災の教訓について、市と連携しながら普及啓発活

動を行うこと。 

 

 

第６ 利用許可及び料金等に関すること 

１ 利用の許可 

  指定管理者は、門脇小条例及び大川小条例等の規定に基づき、次のとおり利用の許可等

の業務を行うものとする。 

 (1) 基本的事項 

  ア 震災遺構の入場許可に関すること。 
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  イ 多目的学習室及び多目的スペース（以下「多目的室」という。）の利用許可及び利

用者間の調整等に関すること。 

  ウ その他震災遺構内の利用等に関すること 

  エ 設備、備品の貸出し及び特別の設備の設置等の許可に関すること。 

  オ 許可事項の変更等に関すること。 

  カ 利用許可の取消しに関すること。 

  キ 企画展示室利用終了の際の確認及び承認に関すること。 

 (2) 震災遺構門脇小学校の震災伝承施設への入館許可等 

  ア 震災伝承施設の入館申込みがあったときは、初めに、入館者の遵守事項、入館利用

料金等に関する説明を行うこと。 

  イ 入館利用料金を受領したときは、利用者に入館券を交付し、観覧の順路等を案内す

ること。 

 (3) 多目的室の利用許可等 

   多目的室の利用許可申請書を受領したときは、初めに、利用者の遵守事項、利用料金

等に関する説明を行い、利用許可書を交付すること。 

 (4) その他震災遺構内の利用等 

  ア 多目的室及び企画展示室以外の利用については、市若しくは指定管理者が主催又は

共催する事業以外の利用を認めないものであること。 

  イ 指定管理者が実施する事業に参加する事業者がある場合は、事前登録等により事業

者名及び実施内容をあらかじめ把握しておくこと。 

 (5) 設備、備品の貸出し及び特別の設備の設置等の許可 

  ア 設備及び備品の利用申込みがあったときは、運営業務及び利用状況を考慮の上、支

障がないことを確認し、貸し出すこと。 

  イ 特別の設備の設置等の許可申請があったときは、安全、防火、防音、周辺住民への

迷惑行為の防止等に配慮し、管理運営に支障がないか確認し、許可又は不許可を決定

すること。 

 (6) 利用許可事項の変更等 

   利用許可後に、利用許可事項の変更又は利用の取り止めの申し出があった場合は、既

に交付した利用許可書の写しの添付を求めて、利用許可事項変更（取消）申請書を受付

すること。 

 (7) 多目的室利用許可の取消し等 

  ア 多目的室利用者の利用状況を管理し、門脇小条例及び大川小条例並びに施設の利用

の許可に当たり付した条件に違反するなどの利用を確認した場合は、適正な利用をす

るよう指導すること。 

  イ 指導後も違反状態が継続する場合又は不正の手段による申請は、利用の許可の取消

し等の処置を行うこと。 

 (8) 多目的室の利用終了に係る確認 

  ア 多目的室利用者が利用を終了したときは、多目的室が利用前の状態に復元されてい

るかどうか確認を行うこと。 
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  イ 確認の結果、多目的室の復元が確認できないときは、復元するよう利用者に求める

こと。 

  ウ 多目的室の利用者と新規利用予定者の間で合意があるときは、その合意の内容に基

づき、利用終了後の復元を一部免除できること。 

 

２ 入館利用料金及び多目的室利用料金 

  指定管理者は、入館利用料金及び利用料金について、次のとおり利用料金等の収受及び

減免又は還付の業務を行うものとする。なお、震災遺構門脇小学校の利用料金は、門脇小

条例別表第１及び別表第２に定める範囲とし、指定管理者が市長の承認を得て定めるもの

とする。 

  また、指定管理者は、門脇小条例第１１条の規定により特別の理由があると認めるとき

は、利用料金の全部又は一部を減免することができる。 

 ※令和９年４月に利用料金の改定を予定しています（詳細は募集要項のとおり）。 

 (1) 利用料金の収受 

  ア 指定管理者は、利用料金を自己の収入として収受すること。 

  イ 利用料金の収受方法について、あらかじめ定めておくこと 

  ウ 利用料金を納入する方法について、利用者等に対して周知すること。 

 (2) 利用料金の減免又は還付 

  ア 利用料金の減免の対象となる利用者には、減免の対象範囲及び手続を説明すること。 

  イ 減免の申請があったときは、団体名等を記録しておくこと。 

  ウ 還付の申請があったときは、還付手順等を説明の上、口座に返納するなど適切な処

理を行うこと。 

 

３ 目的外使用許可 

  震災遺構内で物品を販売し、又は自動販売機等を設置するときは、市に対して行政財産

の目的外使用許可の申請を行うものとする。 

 (1) 行政財産の目的外使用許可に関する事務は、市が行うこと。 

 (2) 目的外使用許可に関する使用料は、市の収入とすること。 

 

 

第７ 情報管理に関すること 

  指定管理者は、業務の実施によって知り得た機密事項及び個人情報について、個人情報

の保護に関する法律その他関係法令等を遵守し、適正に管理しなければならない。 

 (1) 情報の管理 

  ア 情報の適正な管理を図るため、情報管理及び個人情報保護に関するマニュアルを整

備し、従事者へ周知徹底すること。 

  イ 秘密情報については、指定期間終了後及び従事者の退職後においても漏えいしては

ならない。 

 (2) 個人情報の保護 
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  ア 個人情報を記録した文書及び電磁的記録は、盗難、紛失、漏えい、改ざん及び不正

アクセス等を防止するため、適切な安全管理措置を講ずること。 

  イ 個人情報は、指定管理業務の目的以外に利用し、又は第三者へ提供してはならない。

ただし、法令に基づく場合又は市の承認を受けた場合を除く。 

  ウ 個人情報の取扱いを第三者へ委託する必要がある場合は、あらかじめ市の承認を受

けるとともに、受託者に対し、必要かつ適切な監督を行い、個人情報の安全管理を確

保すること。 

  エ 個人情報の漏えい等が発生し、又はそのおそれがある場合は、速やかに市へ報告し、

必要な措置を講ずること。 

  オ 震災遺構に関する被災者、遺族、関係者等の個人情報については、その公益性及び

機微性を十分に認識し、特に慎重な管理を行うこと。また、本人又は遺族の意思に反

する利用、公表又は提供を行ってはならない。 

 (3) 情報の公開 

  ア 施設の管理運営に関する情報は、石巻市情報公開条例に基づき適切に公開すること。 

  イ 情報公開請求等があった場合は、市と協議の上、適切に対応すること。 

 

 

第８ 事務処理に関すること 

１ 業務に係る報告書類等の確認事項 

 (1) 事業計画書及び事業報告書 

  ア 次年度の事業計画書及び収支予算書を市が指定する期日までに作成すること。 

  イ 作成した計画書及び予算書は、市と協議し、承認の上、提出すること。 

  ウ 管理業務の実施状況、利用状況、利用料金収入の実績、管理経費等の収支状況、自

主事業の実施状況及び管理の実態を把握するために必要な事項を記載した事業報告書

を毎年度終了後２か月以内に市に提出すること。 

  エ 指定管理料については、支出の内訳を明らかにした決算書を提出し、その承認を得

ること。 

 (2) 日報等の作成、月次報告 

  ア 業務日誌を作成し、施設利用者数及び利用料金の実績、事業実施状況、清掃及び保

守点検の実施状況、事故等の特記事項等を記録すること。 

  イ 施設利用者数及び利用料金の実績を日報及び月報に記録、保管し、利用状況を翌月

１０日までに市に報告すること。 

 (3) 事業評価業務（モニタリング） 

  ア 利用者の意見や感想、要望を常に把握し、サービスの質の向上に資するため、ア

ンケート調査を実施する。調査は、意見箱及び Web 版を設置し、年間を通して受け

付ける年間調査及び利用者に対して直接アンケートの記入を求める定期調査の２つ

の方法により実施する。年間調査は、任意形式とし、半期ごとに取りまとめ、その

結果を市に報告する。定期調査は、原則として４月から８月までの間に実施し、そ

の結果については、８月末日までに市に報告すること。 
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  イ 指定管理者は、施設の管理運営に関して自己評価を行い、その結果を前記の事業

報告書にまとめ、市に提出すること。 

モニタリング方法等 指定管理者の役割 

事業計画書 ３月中旬までに市へ提出 

事業報告書 翌年５月末日までに市へ提出 

月次報告書 翌月１０日までに市へ提出 

利用者アンケート調査（年間） 半期ごとに市へ報告 

利用者アンケート調査（定期） ８月末日までに市へ報告 

総合評価 翌年５月末日までに市へ自己評価を提出 

事故・苦情・要望 即時又は随時、市へ報告 

  ウ 毎年度終了後、「指定管理者モニタリング評価シート」により自己評価を行い、

事業報告書と併せて５月末日まで市に提出すること。評価は、活動指標及び成果指

標（以下「各指標」という。）の実績値を踏まえて行う。なお、各指標は、施設の

機能や事業の目的等に応じた適切な設定が必要であることから、指定管理者と市が

協議し決定することとする。 

 (4) 帳簿類の作成及び保管 

  ア 施設、設備及び備品の管理に必要な書類を整備すること。 

  イ 勤怠、労務に関する書類を整備すること。 

  ウ 経理状況に関する帳簿類を整備すること。 

  エ 施設の管理運営業務に係る必要なマニュアル等の書類を整備すること。 

  オ 整備した書類は、５年間保存し、市から請求があった場合は、提示できるようにす

ること。 

 (5) 市に対するその他報告事項 

  ア 施設において事故等が発生したときは、速やかに報告すること。 

  イ 施設や物品を滅失又は損傷したときは、速やかに報告すること。 

  ウ 指定管理者の定款等に変更等があったときは、適宜報告すること。 

  エ 管理責任者に変更があるときは、あらかじめ報告すること。 

  オ 人員の配置、勤務形態等の変更があったときは、適宜報告すること。 

  カ 事業計画等の重要な部分を変更するときは、あらかじめ協議すること。 

 (6) 指定期間終了後の引継業務 

  ア 指定管理者は、指定期間終了後、次期指定管理者が円滑かつ支障なく本施設の業務

を遂行できるよう、引継ぎを行うこと。 

  イ 指定管理者は、指定期間満了後又は指定の取消しにより次期指定管理者へ業務を引

き継ぐ際は、円滑な引継ぎに協力するとともに、必要なデータ等を遅滞なく提供する

ものとする。 

  ウ 次期指定管理者の指定期間に係る利用許可に伴う利用料金の引渡し及び施設の利用

予約に関しては、遺漏がないよう十分留意すること。 
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２ 会計事務 

 (1) 指定管理者が行う会計処理 

  ア 指定管理業務に係る収入及び経費は、指定管理業務に係る会計を明確に区分して整

理すること。 

  イ 会計事務は、帳簿、会計証拠書類を備え、正確、適正に処理すること。 

  ウ 業務収支の会計年度は毎年４月１日から翌年の３月３１日までとする。 

  エ 会計関係書類は、会計年度終了後５年間保管すること。 

  オ 現金及び預貯金等は、紛失及び不正行為が起きないように適切に保管し、管理に細

心の注意を払うこと。 

 (2) 指定管理者の口座 

   指定管理業務に係る経理は、１施設につき１口座を原則とし、専用の口座で収支を管

理すること。 

 

 

第９ 管理運営経費に関すること 

１ 管理運営経費の種別 

  指定管理料に計上できる経費の種別は、次のとおりとする。 

 (1) 通常の管理運営に要する経費 

  ア 指定管理料に含まれる経費は、施設の管理運営に必要な経費（人件費、旅費、報償

費）、光熱水費（電気、水道、ガス代）、燃料費、通信費、保険料、手数料、賃借料、

修繕料、委託料、消耗品費、負担金、租税公課（消費税等)などとすること。 

  イ 照明器具及び日常的な管理で必要となる設備、備品の消耗部品等は、消耗品費に計

上すること。 

 

２ 修繕経費の計上 

  施設及び設備の修繕に係る負担区分については、本仕様書第４「施設等の維持管理に関

する業務」の定めによるものとする。 

 

 

３ 施設及び設備等の変更 

 (1) 施設、設備の変更に伴う費用負担 

  ア 自主事業を実施するために、内装の模様替えや新たな什器、備品の調達などを行う

場合の費用は、指定管理者の負担とすること。 

  イ 内装改装等により現状を変更した箇所等については、市が承認した場合を除いて、

現状に復すること。 

 

４ リスク分担と保険の加入 

 (1) リスク分担 

  ア 本仕様書に記載した負担区分を含め、業務実施に係る責任分担及び経費の負担区分
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は、資料３「リスク分担表」のとおりとすること。 

  イ リスク分担表にないものについては、市と指定管理者が協議の上、負担区分を決定

するものであること。 

 (2) 建物損害保険の加入 

  ア 火災、落雷、破裂、爆発、車両の衝突、風災、水災等により、施設又は設備を損傷

し、又は滅失したときは、市の負担により当該施設を原状回復するものであること。

ただし、指定管理者の故意又は過失により施設又は設備を損傷し、又は滅失したとき

は、市では損害賠償しないため、指定管理者において保険に加入する等の措置を講ず

ること。 

  イ 施設の管理上、指定管理者が建物損害保険に加入すべきであると判断したときは、

指定管理者の責任において加入すること。 

 

 

第１０ 業務に対する調査等 

１ 指定管理業務の評価等 

  市長又は市の監査委員は、管理業務の適正な評価のため必要があると認めるときは、管

理の業務又は経理の状況に関する報告を求め、実地調査を実施し、又は必要な指示を行う

ものとする。 

 (1) 市の管理運営状況の点検及び評価 

  ア 市が実施する点検及び評価に当たっては、必要な資料の提出、調査への立会い及び

説明を行い、管理運営業務に関する検証及び指示に真摯に対応すること。 

  イ 市から受ける評価及び指示に基づき、翌年度以降の効率的、効果的な管理運営業務

に努めること。 

  ウ 市から是正指示等があった場合には、速やかに改善等の措置をとること。 

 (2) 市の監査委員による監査 

  ア 市の監査委員が行う調査及び帳簿等の審査に誠実に対応すること。 

  イ 監査結果に指摘事項があった場合には、速やかに改善等の措置をとること。 

 

 

２ 指定の取消し等 

  指定管理者が次に掲げる事項に該当するときは、指定管理者の指定を取り消し、又は業

務停止等を命ずる。 

 (1) 施設の管理に必要な事項について、市長と協定を締結しないとき。 

 (2) 施設の管理運営業務及び経理状況に関する報告の要求又は調査に対し、これに応じず、

虚偽の報告をし、調査を妨げ、又は指示に従わないとき。 

 (3) 市が行う改善措置の通知や是正指示に従わず、改善が見られないとき。 

 (4) 関係法令又は協定に定める規定に違反したとき。 

 (5) 団体の経営状況の悪化等により管理業務を行うことが不可能又は困難になったとき。 

 (6) 指定管理者による組織的な非違行為が行われた場合又は代表者その他の役員の不正等
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により社会的信用を失った場合において、当該指定管理者に管理業務を行わせることが

著しく不適当と判断されるとき。 

 

 

第１１ 自主事業に関すること 

  指定管理者は、指定管理業務と明確に区分して自主事業を実施するものとする。 

  自主事業を行う際は、震災遺構の設置目的の達成に寄与する事業を自らの創意工夫で企

画し、あらかじめ市の承認を得た上で、自らの費用で実施するものとする。 

 (1) 自主事業の承認基準 

  ア 施設の設置目的に合致していること。 

  イ 施設の利用促進や利用者のサービス向上につながると認められること。 

  ウ 指定管理業務に支障を来すことがないと認められること。 

  エ 指定管理者が、事業の実施及び運営主体になっていること。 

 (2) 自主事業の留意点 

  ア 自主事業の目的が震災遺構の設置目的に適合しないときは、目的外使用許可の手続

が必要となること。 

  イ 自主事業の収益は、指定管理者の収入とし、自らの費用で実施すること。 

  ウ 自主事業に係る収入及び費用は、指定管理料に係る経理と明確に区分すること。 

  エ 施設の利用状況等を考慮し、管理業務を妨げない範囲において行うこと。 

  オ 指定管理者による自主事業であることを明示した上で実施すること。 

  カ 自主事業の企画、実施に当たっては、関係団体と連携を図ること。 

  キ 第三者に損害を与えた場合の損害賠償など、自主事業の実施に係る一切の責任を指

定管理者が負うものであること。 

 

 

第１２ その他留意事項 

１ 指定管理業務の開始時期 

  指定管理業務の始期は、令和９年４月１日とする。 

 

２ 協議又は調整を要する事項 

  指定管理者は、この仕様書に定めのない事項又は疑義が生じたときは、市と協議の上、

決定すること。 


